
今日戸波先生から声をかけていただいて皆

様の前でお話する機会を与えられて大変光栄

でございます。与えられたテーマに関して日

頃私が考えていることを整理したレジュメと，

２年ほど前ですが，「企業と人権」という

テーマで講演をしたときに用意した原稿をも

とに書いた短い四頁の文章を資料として配ら

せていただきました。随時ご参照ください。

今日はレジュメの�の「人権に関する多国

籍企業の責任に関する規範案」のところに重

点をおきたいと思います。その前のところは，

どうしてこういう作業が，国連の，とりわけ

人権関係の機関で扱われるようになってきた

かという，もう少し広い観点からの位置付け

をさせていただきたいと思います。もっとも

その点はあまり詳しくは議論しないつもりで

おります。

問題の出発点は，企業というものがどうい

う活動をしてきたかということから始めなけ

ればならないのですが，企業経営は利潤追求

を大きな目的として行われているものです。

ただ，それに色々な配慮すべき点といいます

か，関係者が関わってくる，そういう状況が

あります。企業は単独で存在しているわけで

はなくて，社会の中にあって，いろいろな他

の主体と相互の関係をもちつつ存在している

わけですね。そういうなかで，企業経営とい

うものに，インパクトを与える要素を大体五

つに分けてみました。第一は，国家とか地方

自治体で，もちろんこれは大きくは会社法と

か租税法とか，労働法というような感じで，

公共政策，社会政策の見地から企業の活動に

対して様々な規制を及ぼしていきます。レ

ジュメには具体的には書いておりませんけれ

ども，環境法とかその他，私の考えによれば，

人権ということもこのなかに入ってくる要素

です。例示的に会社法とか租税法とか労働法

といったことが書いてあります。いずれにし

ても国家，それから自治体の規制ということ

ですね。

次が株主・資本家。これは株主が配当，あ

るいは株の値上がりを期待して，会社経営に

対していろいろと口出しをする。これはわず

かな株しか持っていない株主には，どこまで

株主としての権利を行使できるか，という疑

問がありますけれども，株主総会でみたとき

には，やはり株主というのは，ときには企業

の経営に決定的な影響を与えるということで，

これは利潤追求ということが主体になってお

ります。もちろん最近では，ここに社会的な

要素をとりいれるべく，一株の株主が発言権

をもって，企業の経営姿勢を，利潤追求だけ

ではなく，公共性のあるものにしろ，環境を

尊重しろ，人権を尊重しろ，というような動

きがでてきていますが，これは新しい現象で

あって，もともとの株主の関心というのは，

配当を大きくし，株の価値をあげていくと，

そういうことが基本になっていると思います。

それから組合があります。もちろん組合の

ない会社もありますが，それは労働者という

ふうに置き換えてもいいかとおもいますが，

労働者の組合が労働者の権利，このなかには
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職場環境の安全性とかの要素も含まれると思

いますが，主として会社から得られる賃金，

その他の付随的利益，あるいは休暇の取り方

とか昇進の公平性などの関心事項もあるのだ

と思います。

それから消費者，市民社会，あるいは一般

的な利用者，こういう人達からの影響という

ものも企業は無視できないわけですね。これ

が大きく組織化されて影響を与える場合もあ

りますし，消費者自身が常におとなしいとし

てもですね，買ってくれるか買ってくれない

か，来てくれるか来てくれないか，という行

動はやっぱり企業にとっては重要な要素です。

ですから，消費者の方が組織を作って声を大

きくして企業にせまっていけば企業はこれに

対応しなければいけませんが，そういうこと

が無くても企業は市場調査とか消費者動向を

調査して，それにあった販売政策等を採用し

ていくわけですね。ですからそこも重要な要

素になると思います。

そして，経済学／経営学の見地で，経営学

部・経済学部・商学部というところで科学的

に会社経営というものを分析し，新しい政策

あるいは経営手法というものを学問的に開発

すると同時に実践的に経営者の方に提供して

いくという，こういう影響があります。

大きく分けるとこうした五つの企業経営に

影響を及ぼすような要素があるわけですけれ

ども，今日これから問題にするのは，実はこ

こに国連という要素が入ってきて，国家と同

列においてもいいのかもしれませんが，必ず

しも国家と同一ではないという意味で，今ま

では企業経営に影響を与えるのは大きくいっ

てこの五つだったわけですが，最近では国連，

あるいはその他の国際機構というものが次第

に重要になってきている。ただそれは，まだ

一般理論化されていません。そういうことは

講義されていませんし，研究されてもいませ

ん。理論化されていませんので，実際は影響

があるはずなのですが，自覚されていない，

というのが現状だと思います。

ちょっとわかりやすく例をあげますと，もう

すでに10年以上前に問題がなくなりました

けれども，1990年代の始め頃までは，南ア

フリカで，アパルトヘイト，人種隔離政策と

いうのがとられていまして，少数の白人社会

が多数の黒人社会を支配するという構造が

あったわけですね。これに国連が批判を加え

まして，安全保障理事会の決議で経済制裁を

加えるということになりました。世界の各国

政府，各企業に対して，南アフリカと取引を

禁止するように，ということを国連の安全保

障理事会の決議で命じています。国家は一応

それを尊重するわけですが，企業は国連の決

議は見ていませんし，関心もありませんから，

そういう意味では全く影響を与えない要素

だったわけですね。ですから企業経営者は，

国連がそういう決議をしたからといって自分

達の関心事項だとは思っていなかったのです

ね。ところが実際には，この決議の履行に関

して，国連の方に監視委員会ができまして，

南アフリカと取引をしている世界的な企業を

リストアップしまして，主要な国の多国籍企

業が中心ですけれども，アメリカ，日本，ド

イツ，フランス，イギリスなど，主要な先進

工業国の多国籍企業のかなりのものが実際に

は南アフリカと取引をしたり，それから取引

をしてはいけないということがわかっている

場合にも，こっそりと別の会社を通して，取

引をするということをやっていたわけです。

新聞に報道された例だけをみましても，日本

の電力会社がですね，原子力発電の原料にな

るウランを，南アフリカで安くて大量に良質

のものがとれますので，それを欲しいわけで

すが，日本の電力会社ぐらいになりますと取

引禁止の原料であるということを知っていま

すので，それをイギリスかどこかの会社に買

わせてそこから迂回して日本の電力会社が買

うということをやっていたのですね。これは

すぐに国連の場で問題になりました。国連が

取扱ったからといってすぐにそれが法律違反

ということで制裁が加えられるということは
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ないのです。明らかなことは，これでブラッ

クリストに載りまして，日本の電力会社の国

際的な評判がものすごく落ちるわけですね。

ただ電力会社は日本国内で仕事をしているの

で，国際社会での評判はあまり痛くないので

すね。そこでほとんどそれを無視しつづける

ことをやっていたわけです。

同じように南アフリカから，チタンとか稀

少金属を輸入している商事会社がありまして，

この場合国際的な非難を浴びて評判を落とし

ますと，この場合は商売の対象地域が全世界

ですので，痛手になるので，この会社はなん

とかブラックリストからはずしてもらおうと

して色々と国連に働きかけるということをや

りました。こういう現象があるわけですが，

他にもあります。

ミャンマーという人権侵害を行っている国

と取引を行っている会社について，アメリカ

の州の法律でですね，これはカリフォルニア

州とマサチューセッツ州ですけれども，そう

いうミャンマーと取引している企業はアメリ

カの会社であれ，外国の会社であれ，という

ことは日本の会社も入るわけですが，州の公

共事業の入札に応募する資格を失うという法

律を作りまして，日本の企業はいくつか入札

対象から落とされたというケースがあります。

こういうことがあると国連の動きも問題に

なってくるわけです。普通は，国連でどんな

決議が出されて，国連でどんなことをやって

いるかということは企業経営者にとっては，

これまではあまり考慮要素に入ってこなかっ

たのです。

何がその場合に問題なのかというと，一つ

は，経営学，広くは経済学といってもいいの

ですが，それでよいのかという問題が出てき

ました。ほとんど人権や環境あるいはもう少

し広く文化といったことを，社会における企

業の役割とか責任といったようなことを理論

化するということをこれまでやってこなかっ

た。企業経営の理論というのは，利潤をどう

やってあげるかという手法を研究して，各企

業経営者に伝授する。そういう経験を通じて

また理論の正しさを証明したり修正する。こ

ういう作業をやっているのです。経営学の本

はたくさん出ていますけれども，そういうな

かで例えば人権とか環境といったようなこと

について，経営学の理論からそれをどう受け

とめるかというような議論をしているものは

全くありません。また例えば商学部とか経済

学部で人権を教えているところはないと思い

ます。人権の分野では唯一，労働者の権利だ

けは例外でした組合との関係というのは，こ

れだけは昔から企業はやっていましたが，人

権の一部という位置付けではなくて，労働者，

生産の三要素の一つの労働者という人間を扱

うということで，この人達をどうやって上手

に使っていくかという観点からの理論が普通

でですね。ほとんど人権の認識というのはこ

れまで経営学者にもありませんでした。した

がって，経営者にもほとんどなかったという

のが現実だったと思うのですね。

それからもう一つ，日本の場合に顕著なの

ですけれども，経営者は，上に書いた企業経

営についての五つの要素というものを，これ

を常にきちっととらえて対応するというわけ

ではなく，企業経営者の行動パターンで非常

に多いのは，実は，自分がいつ重役になるか，

社長になるか，会長になるか，その場合にど

のくらいの手当がもらえるのか，つまり，会

社そのものがどれだけ企業として成功するの

か，ということよりも自分自身の会社の中で

の地位の向上，収入の拡大，そっちの方にじ

つはかなり労力を割いているのです。した

がって経営学で理論化したとしても，あまり

それが自分の出世に関係ない場合には，理論

的にはそうだけれども，自分としてはそれを

選択しないという企業経営者が比較的多いの

ですね。そういう意味で自己目的化と書きま

したけれども，経営者自身の個人的な目標の

実現という形で経営が行われるということは

ケースとして大変多いと思います。したがっ

て日本の場合には株主というのはあまり影響
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力はなくて，経営者の方が力があってですね，

その経営者が実はそれほど会社の利益を大き

くするとか，会社を通して社会評価を高める

とか，そういうことを考えている経営者とい

うのはあまりいないと思われます。

しかしそういう風にやっていますと，当然

ですけれども，株主や労働組合や消費者・市

民などからは，とりわけ利潤追求や汚職の問

題が表に出てくると批判の対象になるわけで

すね。そうすると経営者は問題対策をやるわ

けです。騒ぎをどうやって大きくしないよう

にするかとか，もうメディア出てしまった問

題をどう収拾するかとかですね，事が起こっ

たときに初めて対症療法をするという，こう

いうことが比較的多い経営者のパターンだと

思います。最近多く取り上げられた三菱自動

車の不祥事というのは，まさにその一つの典

型的なパターンだと思います。

こういうことに対して，最近日本の企業経

営者の中にも，国際的な会社の経営者の人達

にも，社会的責任ということを自覚して，ご

存知の通り，コーポレート・ソーシャル・リ

スポンシビリティー（企業の社会的責任，

CSR）という言葉を具体的に使ってそれを位

置付けようとする，そういう経営者が増えて

きています。

同時に株主や労働者，消費者それから市民

の意識が非常に向上してきまして，企業との

関係でおかれている自分達の立場・権利，そ

ういうものを自覚して主張し，企業に勝手な

ことをさせないという，そういう動きが出て

きております。とりわけ，経済の分野でグ

ローバル化が進んでいるわけですけれども，

その結果として海外での労働組合の企業経営

に対する批判的な運動が日本の中にも伝わっ

てくる。あるいは日本で起こっていることが

海外に伝わる。一つの例をあげますと，今年

の夏の人権小委員会という国連の人権の専門

家委員会ですけれども，そこに人権侵害の被

害を受けた人達による苦情がしばしば持ちこ

まれます。その中の一つにアメリカのホテル

経営者が日本でホテルを作って，日本人を雇

用してホテル経営をしているわけですけれど

も，日本人の社員から国連の人権小委員会の

方に，この会社が人権を無視し，労働慣行を

無視した政策をとっている，酷い人権侵害が

あるということで訴えがきました。これは経

営の母体はアメリカのホテルのチェーンを保

有している会社なのですけれども，そこから

派遣されているアメリカ人の経営者がホテル

の支配人になっている。そこで働いている日

本人の社員から苦情が国連に持ちこまれると

いう，そういうパターンですね。こういう

ケースは非常に多くてですね，日本の企業に

ついてもアメリカの消費者から日本の企業の

安全性を無視した製品の販売に対して苦情が

人権の会議の方に出てくる，ということもあ

ります。これにはインターネットが発達した

ことがありますし，実は国際的に消費者団体

や，組合が情報交換をするようになりまして，

いわば一種の国際的連帯が生まれてきており

まして，そういうことから企業経営者もそう

いうことに配慮せざるを得ない状況が生まれ

てきているということです。

こうした企業のグローバル化に伴って，国

際的に企業の社会的責任ということがとりあ

げられるようになりました。動きとしてはこ

こ10年ぐらいのことでしょうか。人権小委

員会では10年ほど前から多国籍企業に関す

る作業部会というのを作って，そこで集中的

にこういう問題を議論するようになりました。

また似たようなテーマなのですが，「グロー

バル化と人権」というテーマで，この場合の

グローバル化は企業のグローバル化もその一

つなのですけれども，それよりも中心が世界

銀行とか IMFとかWTOとかそういうグロー

バルな国際経済機構の活動を通じて行われる

人権侵害というものに対しての議論が行われ

るようになってきております。そういう動き

の中で，ご存知の通り，OECDというパリに

本部のある先進国の作っている経済協力の国

際機構があります。経済協力開発機構といっ
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ておりますけれども，そこでは先進国の企業

経営者に対しての一種のガイドラインという

ものが作られていまして，その中に環境とか

人権とか労働者の権利に配慮するように，と

いう企業に対する提言のようなものも出てき

ております。

それから国連自身もそういうものを作って

おりますけれども，それを作るプロセスにお

いては，途上国の考えとか人権の専門家や環

境の専門家の考えなどが入っていないために，

たとえば人権小委員会ではあまりOECDや

国連の多国籍企業ガイドラインに興味を示さ

ないできている，というのが実情です。そう

いう中で，ここ数年，国連事務総長がイニシ

アティブを取りまして，グローバル・コンパ

クトという活動を始めました。最初は各企業

は戸惑っていたのですが，アメリカの企業を

中心に今では二千五百社ぐらいの企業が参加

しています。日本の企業は非常に少ないので

すが，それでも数十社は入っていますけれど

も，これは何をやろうとしているかというと

ですね，全部で十項目ぐらいの非常にベー

シックな原則を守りますということを一方的

に誓約するのですね。それで誓約した会社が

このグローバル・コンパクトに入って，国連

と協力していくということです。ではその十

項目の中身は何かというと，大きく分けると

三つあったのです。一番目は労働者の権利の

尊重，それから二番目は環境の保全に協力す

る，それから第三番目が人権の尊重というこ

とだったのです。最近これに第四番目が付け

加えられまして，これは汚職の防止というこ

とですね。こういうことを約束する会社がグ

ローバル・コンパクトに入れるのですけれど

も，では具体的にどういう方法をもってそれ

を守るように監視していくのかということに

ついてはグローバル･コンパクトは何も決め

ていません。ということで人権関係の国連の

機関では，グローバル・コンパクトに対する

評価はあまり高くない，というのが今の状況

です。

こういう動きの中で，今から６，７年前ぐ

らいになりますかね，多国籍企業に関する作

業部会というのができまして，私もそれには

メンバーではなかったのですが，興味があっ

たのでいつも出席はしていました。そこでい

ろんな議論がなされたのですが，そのなかで

アメリカ人の委員が一人いまして，名前は

ディヴィッド・ワイスブロート（David

Weissbrodt）という人ですが，ユダヤ系ア

メリカ人の非常に優秀な人権法の先生なので

すね。ミネソタ大学のロースクールの教授な

のですけれども，このディヴィッド・ワイス

ブロート氏がですね，アメリカが世界的にも

影響力の大きい国ですけれども，しかしワイ

スブロート氏は人権にコミットした研究者で

したので，何とか多国籍企業の横暴な活動を

コントロールし，それからアメリカの多国籍

企業に対する批判が，途上国から国連にたく

さん寄せられていること，それを何とか調

整・調和することはできないかということで，

彼が行動基準を人権小委員会で作ってはどう

かという提案をしました。我々はそれをサ

ポートして，それで何らかのガイドラインを

作ろうという動きが始まったわけです。それ

が数年たって，具体的な規範案draft norms

が作成されました。norm（「規範」）という

言葉を使ったのですけれども，この言葉を

使ったことには特殊な意味がありまして，後

で説明します。今でもこれはdraft（「草案」）

です。正式にnormsにはなっていないので

すね。そういうものを採択する権限は人権小

委員会にはなくて，親委員会の人権委員会で

採択されるか，あるいはもっと上にもって

いって経済社会理事会さらには国連総会で採

択されたときに初めてこれは「案」がとれて

normsになるわけです。今のところはそこま

ではいっておりません。しかし２年前の

2002年に「人権に関する企業の責任につい

ての規範案」は人権小委員会で内容が確定し

て採択されてはいるのです。人権委員会に送

られたのですが，人権委員会がそれをまだ審
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議して採択していないというのが今の状況で

す。

それではどういう批判が人権小委員会やそ

の他人権関係の国連の会議の場で多国籍企業

について寄せられていたかというとですね，

色々な側面があって，要するに途上国に多国

籍企業が進出してくるわけですね，その結果

多くの人権侵害が起こっている。多国籍企業

は，途上国の人権の観点からみるとほとんど

悪である，とレッテルが貼られる状況なので

すね。具体的にどういう活動を考えているの

か，というと例をあげるほうがわかりやすい

ので言いますけれども，例えば，繊維製品で

もいいのですけれども，これまで綿の原材料

を輸出していた国，たとえばアフリカのガー

ナとかですけれども，そこに多国籍企業が乗

りこんできて，それでもちろん綿花は買うの

ですけれども，あとは現地で製造するわけで

すね。機械も先進国から持ってきた非常に優

れた効率のいい機械で，綿花から糸を作り，

染色をするなり，糸から織物を作ってそれを

加工したり，それを機械化して，一本化して

効率よく作る工場を持ってくるのですね。そ

うすると現地では綿花を輸出して外貨を稼い

でいたのが，外貨を稼げなくなるのです。会

社がいきなり来て現地でやりますから。そし

て労働力は安いですから，その安い労働力を

使って作る。しかも機械化が進みますから今

までの工場よりも労働集約的ではなくなるの

で，その分失業者がたくさん生まれて，しか

も現地のわずかな資本で作られている会社が

全部潰れてしまいます。そこで，失業問題が

起こる，賃金が少しも上がらない，そして現

地で作った製品が全く競争力がないものです

から売れなくなり，会社は潰れますね。しか

し現地の人達は衣類を買わなければいけない。

多国籍企業が来て，そこで作ったものを買わ

なければいけなくなる。すると今度は価格設

定は多国籍企業がやりますから高くなるわけ

ですね。国際競争に勝てる金額にしますから。

すると現地の人は失業でお金がないにもかか

わらず，今度は衣類を高いお金を払わないと

買えないという，これは繊維製品を例にあげ

ましたけれども，他の分野でもいくらでも起

こっている現象なのですね。たとえば，日本

では比較的水が豊富ですからそういうことは

あんまり考えられないのですけれども，しか

し最近日本でもミネラルウォーターが広く飲

まれるようになりましたね。日本はそれにし

てもEvian（フランスの飲料水会社のボトル

水）を飲まなければ生きていけないというこ

とはないのですけれども，アフリカで起こっ

ていることはこういうことなのですね。水が

貴重な資源である国や地域においては，涌き

水や井戸というものが人々にとっては生命線

なのですね。きれいな水が涌き出る泉があっ

て，そこに村の人が，女性が多いわけですけ

れども，バケツを持って水を汲みに行く。こ

れは大変な労働なのですが，そういう風に生

活をしている。ある時，ヨーロッパの水の会

社（フランスやイタリアの会社が多いのです

けれども）がやってきて政府と交渉して，泉

の水を使う権利を買い取るわけですね。その

水を独占的に使ってボトリングをして，それ

で市販をするわけですね。泉に水をバケツで

汲みにきて，ただで水を飲み，そして調理に

使っていた人たちがですね，今度はお金を

払って水を買わなければいけなくなる。とこ

ろがお金がない。そうすると飲み水が手に入

らなくなる，ということが起きて，これは非

常に深刻な問題で，人権小委員会ではもう数

年前から「安全な飲み水を確保する権利」と

いうのを人権のカテゴリーに入れるというこ

とで議論が進んでいる状況です。

多国籍企業が来ますと，失業やら製品が売

れなくなってしまって，同じような製品を買

おうとすると高くなる。外貨が得られないと

いうことで供給不足になるわけなのです。先

進国の多国籍企業が来れば来るほど，途上国

の特に貧しい人達の生活はより追い詰められ

ていくという現象が起こっているわけですね。

こういうことが人権小委員会でも途上国の深
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刻な問題として指摘されています。とくにア

フリカが中心ですが，ラテンアメリカでもそ

うですね。それからちょっと状況は違うので

すけれども，社会主義諸国がソ連の崩壊で，

独立して市場経済に移行するプロセスでやは

り同じような問題にぶつかっています。黙っ

ていると西欧の多国籍企業がどんどん入って

きて，現地の産業を脅かす，失業を生む，現

地の製品がなくなり，高い外国の製品を買わ

なければならないという現象が起こっている。

人権小委員会のメンバーというのは26人

なのですけれども，先進国のメンバーはせい

ぜい７，８人しかいません。数の上でいうと

圧倒的に途上国の人達が多いのですね。しか

も先進国の委員も，私もそうですが，先進国

の多国籍企業がいいことをしているとは決し

て思っていないわけですから，むしろこれは

問題だという意識をもっているものですから，

そうすると人権の審議の場では多国籍企業は

非常に横暴だというイメージが作られていく

わけですね。しかし横暴だけれどもものすご

い力を持っている。一つの多国籍企業の資金

力がアフリカの小さな国の国家予算よりも大

きいという状況が出てきていますから，それ

が現実には立ち向かうことができないほどの

力をもっている。そのような問題はどこに訴

えるかというと人権の委員会に訴えるしかな

いというのが今の状況ですね。その他にも多

国籍企業の横暴さのなかには，武器を作って

アフリカに売っているという問題があります。

あるアフリカの学者が言っていましたけれど

も，武器の輸入をやめればアフリカの紛争は

なくなる。つまりアフリカでは武器はほとん

ど作れないですから，アフリカの紛争は終わ

らないとしても，悲惨さのレベルが落ちると

いうことになります。使われている武器はほ

とんどが西側の先進国の武器製造会社のもの

です。日本ではスウェーデンとかスイスとい

うと平和的中立国のイメージが強いですが，

ご存知の通り，スウェーデンは大変な武器製

造国です。ボルボも自動車よりは武器製造が

中心です。スイスも大変な武器製造国で，と

くにアフリカなどで使われる小火器，小型の

ヘリコプター，こういうものはそういう国が

たくさん作って，アフリカに輸出しているわ

けなのですね。そのために紛争が激化して難

民が出ている。そういう所で起こっている人

権侵害が問題として国連の場で提起される。

こういう状況が10年ぐらい議論されている

のです。そういう中からなんとか多国籍企業

に対して一定の行動基準の枠をはめる必要が

あるだろうという議論になったわけです。

これから規範案の内容について重要なとこ

ろだけをチェックしてみたいと思います。お

手元に資料があると思いますが，ここに書い

てある規範の内容は，ほとんど全部，国連な

どで採択された人権関係の宣言や条約，こう

いったものを基礎に作っています。実をいう

と，新たに人権小委員会で規範を独創的に

作ったところは一つもありません。たとえば

第2の項目「多国籍企業およびその他の企業

は，人種，肌の色，性別，言語，宗教，政治

的意見，出身国あるいは出身社会，社会的地

位，先住民としての地位，障害，年齢」等々

ですねこういう状態に基づく差別を排除する

ことを目的として「国際人権法はもとより関

連する国際文書および国内法に規定されると

おり，機会と待遇の平等を確保するものとす

る」，と書いてありますね。これは，何も新

しいことではないのです。当然といえば当然

ですね。第三項では「多国籍企業およびその

他の企業は，戦争犯罪，人道に対する罪，

ジェノサイド，拷問，強制労働，人質をとる

行為」等々ですねこういう犯罪を行ってはな

らない。こういうことも当然ですね。こうし

て見ていくと，第四，第五，なども日本の国

内法で禁止されていることですし，第七，九，

十，十一，十三，十四などとくに新しいこと

ではないのです。実体規定はとくに細かくも

なく，原則が規定されていて，その原則がほ

とんど，国際人権規約や，人権に関する条約

や，各国の国内法で既に規定されている内容
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だといっていいと思うのです。そういう意味

では，既存の人権関係の規則を多国籍企業に

特化して，集大成した文書であると表現して

いいと思うのです。

ところが，これに対して，この作業を進め

ている過程から，国際的な経営者の団体から

猛烈な批判がでてきました。なんでそんな批

判がでてきたのかというと，中身については

一度も経営者の団体が議論したことはありま

せん。文書が回されて，こういう危険な文書

が国連で採択されようとしている，経営者の

人達はこの文書が採択されないように働きか

けるべきである，という文書がずっとでてい

たわけですね。それも権威のある経営者の団

体です。とくに ILOの経営者代表に非常に影

響を与えている世界各国の経営者団体の連合

会があるのですが，そこが批判文書を出して

いるのですね。日本でいうと日本経団連が会

員なのですが，そこにも文書が来て，各企業

にもその情報は入るわけです。日本のことは

明らかではありませんが，アメリカは明らか

にこの規範案について，いろいろ人権小委員

会に圧力をかけたのですが，人権小委員会は

これを通しました。そして，親委員会の人権

委員会に上げました。人権委員会の方は53

の加盟国の代表ですから，日本もアメリカも

委員なのです。ここでストップしてしまいま

した。正面きっては批判はなかったのですけ

れども，慎重に審議する必要がある，いろん

な関係者の意見を聞いてもうちょっと議論を

深めてから先に進めた方がいい，ということ

で現在人権委員会のレベルで止まっています。

なんでそういう風に経営者の団体が不満をも

ち，そして批判をして，各国政府に働きかけ

てこれをストップしようとしているのかとい

いますと，私の理解では，中身ではないので

す。これは一つにはですね，第１項目を見て

ください。そうすると，第１項目には，国が

人権を尊重するように多国籍企業に対して規

律を及ぼす，その国に第一義的責任があると

書いてありますね。それから後の方を見ると，

国連及びその関係機関がこの規範に従って企

業が行動しているかどうかを監視する，モニ

ターする，ということが書いてあります。第

16項目を見てください。「多国籍企業及びそ

の他の企業は，規範の適用に関して，国連そ

れから既に存在するかこれから創設される他

の国際及び国内機構による定期的な監視及び

検証を受ける。この監視は透明かつ独立に，

利害関係者（非政府組織を含む）（これは

NGOのことです）からの情報提供，及び，

規範違反の申立ての結果としての情報提供を

考慮する」。監視というのは英語でいうモニ

タリングのことなのですけれども，これは法

によって禁止して，違反した場合に罰則を加

える，というものではないのです。先ほど，

南アフリカのアパルトヘイトについて言った

例についても同じなのですけれども，国連の

場では，例えば罰金を科すとかですね，企業

に解散を命じることはできないのです。国連

ができるのは，こういう違反をしている会社

があるということ，その会社名を公表する。

これも制裁になることは間違いないのですけ

れども，それが国連のできる唯一の監視活動

を効果的にする一種の制裁なのですね。企業

が嫌がっているのは，実はこの国による企業

活動の規制と，国連の監視なんです。

もともと企業というのはご存知の通り，国

からの規制をできる限り少なくして，企業が

利潤追求に向けて，自由に活動をしていける，

その条件を作ることがむしろ国の責任なので

あって，国が社会政策や公共政策の観点から

企業活動に規制を加えるということには非常

にネガティブな反応をするのですね。経営者

の意思決定には常に「経営」ということが頭

にあって，経営が最優先されて，そこに国連

とか国家からこういうことをしてはいけない，

ということをいわれることについては非常に

抵抗感があるということです。この心理，そ

れからものの考え方はそう簡単に排除できな

いわけです。なぜかというと，株式会社形式

をとっている場合がほとんどですけれども，
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その会社は株主に対して責任を負うことに

なっておりまして，株主の利益を損ねる行為

をしますと，逆に株主から訴訟を起こされて

しまうような背任行為になってしまう怖れが

あるのですね。つまり，利益を最大にするべ

く活動をしている企業，その限りにおいては

株主は文句を言わないのですが，そこに人権

とかの要素を入れて，そのために利益が少な

くなったとすると，経営責任を問われてしま

う，そういう考え方なのですね。

こういう状況が今，経営者の考え方と，人

権や環境や労働者の権利という社会的な価値

を実現する立場の人達との考え方の違いとし

て衝突している。衝突していることがたまた

ま企業の，人権に関する企業の責任について

の規範案の処遇のところででてきている，と

いうのが今の状況です。これについてどうい

う風に考えたらいいのかというと，私の考え

方は，この四頁のものに簡単に書いてありま

す。私は人権小委員会の場でも多国籍企業作

業部会の場でも発言してきていたのですが，

この考え方については人権派の人からは必ず

しもフルサポートを得られているわけではあ

りません。しかし正面から批判もされていな

いのですね。それは何かというと，私は現在

の日本とアメリカの企業のあり方を見ており

まして，人権に配慮する，環境に配慮する，

あるいはその他社会的責任を果たす，例えば

税金をきちんと払う，脱税をしない，という

こと，これは結局本来得られるべき利潤が減

るわけですから，経営の基本からいうとおか

しいのですけれども，社会的な配慮をするこ

とによって実は企業の安定的な長期的な利益

が確保される。利潤追求という目的にも合致

した行動にもなる，というのが今の成熟した

工業化社会の状況ではないかということです。

日本の企業も，会社の不祥事で潰れるかもし

れないし，それからいろんな形で，例えば森

永のドライミルクの事件とかですね，それか

ら公害問題で潰れた会社もあります。こう

いった事例を通して，やはり社会的責任を果

たす会社というのが長期的に安定した利益を

確保できる。経営者というのはそういうこと

で，今までのように狭い利潤追求ということ

ではなくて，社会の中にある企業という位置

付けのなかで，社会での責任を果たすことで

利潤を上げていくというように，考え方を広

げていかなければならない。それをやるため

には，経済学や経営学の方でも，そういう要

素を取り入れた理論をこれからは研究し，経

営者の方に提供していかなければならないの

ではないか，という風に感じております。

最近コーポレート・ガバナンスということ

が言われていまして，企業統治という風に訳

されています。これについてはいろんな議論

がなされておりまして，今のところコーポ

レート・ガバナンスとは皆口では言いますけ

れども，その中味が何であるかについては合

意が形成されていないのです。私自身は今は

六つの要素に分けて，コーポレート・ガバナ

ンスというのをもう少し細かく見ていく必要

があるのではないか，という風に考えていま

す。一つは効率性。次は効果。そして公平。

公開。民主。説明責任。こういうことを各企

業がどこまできちっとやっているかというこ

とをチェックすることによって，ある程度，

それぞれの企業の社会的責任を果たしている

度合いというのが明らかになってくるのでは

ないかということです。ですから，企業経営

者がコーポレート・ガバナンスといったとき

に，こういう要素を念頭において，経営に携

わってもらえるといいのではないか。透明

性・公開・民主というのは，一見，企業の経

営者は皆嫌がるのです。企業経営者というの

は会社の内部の数字などを外に出したくない

のですけれども，逆にその公開性 trans-

parencyというのはそれをある程度出しなさ

いということになるのですね。それは経営者

にとって負担になるように思われるのですけ

れども，実はそういう会社の方が社会的に受

け入れられ，消費者の信頼も得られ，企業と

しては発展性があるのではないか，というの
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が今の私の考えなのです。ただ私のこの考え

は，今のところ理論によっても実証によって

もサポートされておりませんので，あくまで

も人権の立場からの一つの考え方の提起とい

うことになります。ただ，思いつきというわ

けではなくて，国連の場での議論，そういう

ものを踏まえていくと，やはり企業もそうい

う動きに敏感にならざるを得ない状況になっ

ているのではないかと，いう認識をしている

ということです。

以上が私からの報告になります。

注
１ 本稿は21世紀COE「企業法制と法創造」
の「企業と社会」基礎研究部門において2004
年９月25日に行なった講演の記録である。
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